






― 「学校ニーズ」への対応の視点から ― 
 
Support for Promoting Elementary School English Education  





This study aims to investigate effective educational support 
methods for teachers in light of the current situation and challenges 
of teaching English at elementary school.  
The following three points were found from survey and 
questionnaire results. First, it is essential to clarify the qualities and 
abilities of student learning in order to teach units and lessons 
effectively. Next, it is necessary to be aware of classroom tendencies 
and perform appropriate evaluations. Teachers create evaluation 
criteria to assess not only how English is used in different situations, 
but also and how it is being expressed. At the same time, they must be 
conscious of whether language activities are being focused towards an 
appropriate target or goal. Lastly, educators must understand the 
importance of language activities that clearly set the purpose, scene, 
and situation for communication. 
In order to develop appropriate methods that match the unique 
needs of elementary school English education, it is vital that all 
teachers try to follow the same basic blueprint. 
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二つめは，平成 30 年 6 月閣議決定の第３期教育振興基本計画（対象期






































































































校（前期課程）が平成 28 年度 252 校，平成 29 年度 248 校，平成 30 年度
242 校であり，中学校・義務教育学校（後期課程）は３か年とも 98 校で
ある。 








学級担任 89.6 86.5 79.2
同学年他学級担任（授業交換等） 1.4 1.8 2.1
他学年学級担任（授業交換等） 1.2 1.3 1.2
専科教師等（当該小学校所属教師） 6.7 9.3 9.7
他小学校所属教師 0.0 0.0 6.2
中・高等学校所属教師 0.5 0.7 0.7
非常勤講師 0.5 0.4 0.9









































だし，平成 30 年度においても，全国で 80.5％，本県でも 79.2％の学級
で，学級担任が英語教育を主に担当している。 
 
3.2 ALT 等4の外国語の授業における活用  
山形県内の小学校外国語活動または外国語科において，ALT 等の活用
率は，平成 28 年度で 53.5％，平成 29 年度で 55.1％である。全国では，
平成 28 年度が 62.4％，平成 29 年度が 71.4％である。なお，平成 30 年
度の調査項目には見当たらないため，２か年分の結果となる。 
 
3.3 英語教育に関する校内研修の実施  
 英語教育に関する校内研修の実施回数と調査対象学校数をもとに，小
学校１校当たりの英語教育に関する校内研修の回数を算出した。全国で
は，平成 28 年度が 1.13 回/年，平成 29 年度が 1.71 回/年である。山形









    表２ 英語教育に関する小中連携の状況（山形県） 
    H28     H29     H30
実施した（する） 59.2 73.5 70.4
実施しなかった（しない） 40.8 26.5 29.6
年度別割合(%)
 
                                                        





















4. 育成を目指す資質・能力  
小学校英語教育において育成を目指す資質・能力については，学習指
導要領の「目標」に着目して述べたい。 
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については，平成 30 年度が 45.0％，令和元年度が 72.7％であった。  
 
表３ 小学校英語に係る研修講座の受講者 
役職　（校種） H29(n=29) H30(n=20) R1(n=11)
教頭（小学校） 1 0 0
教頭（中学校） 0 0 0
教諭（小学校） 27 18 8
教諭（中学校） 0 0 2
講師（小学校） 1 2 1











項目      H29      H30      R1
① 小学校外国語・外国語活動で目指すべき資質・能力 0.0 0.0 0.0
② 小学校外国語・外国語活動における評価 48.3 35.0 54.5
③ 小学校外国語・外国語活動における探究型学習 31.0 25.0 54.5
④ 小学校外国語・外国語活動に関するカリキュラム・マネジメント 13.8 15.0 18.2
⑤ 小学校外国語・外国語活動における一単位時間と短時間学習の効果的な運用 31.0 0.0 18.2
⑥ ＡＬＴとの連携をいかした小学校外国語・外国語活動 6.9 25.0 36.4
⑦ 地域素材をいかした小学校外国語・外国語活動 3.4 0.0 0.0
⑧ 外国語教育における小中連携 3.4 0.0 18.2
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6．今後に向けて  
 英語教育実施状況調査や研修講座でのアンケート結果から，教員一人
一人や学校のニーズを把握し，校内研修の充実に向けた効果的な支援を
検討してきた。個々の教員は，育成を目指す資質・能力を目の前の児童
生徒に身に付けさせるため，不断の授業改善，指導と評価の一体化など
に懸命に取り組んでいる。そのため，各学校は，小学校の英語教育推進
に向けて，個々の教員の力量にのみ頼るのではなく，学校教育目標のも
と，自律的学習者の育成を目指し，学校全体としてカリキュラム・マネ
ジメントに取り組む必要がある。具体的には，校長は，実情に応じて最
適な役割分担を行ったり校内研修に学校全体で取り組む風土を醸成し
たりする。ネイティブ・スピーカーや英語が堪能な地域人材は，児童の
コミュニケーション意欲や学習意欲の向上を担う。専科教員は，一定の
英語力を活かして各種連携を積極的に図る。学級担任は互いに高め合う
学習集団づくりに励む。このように，小学校の英語教育の特性を踏まえ
た，質の高い授業を目指すために，児童を主語にして，関わる大人が同
じベクトルで向かおうとすることが大切なのである。 
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